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研究開発評価検討会のこれまでの活動 

 

I. 研究開発評価推進検討会の主な活動 

・研究開発評価推進検討会 

・研究開発評価人材育成研修（初級） 

・研究開発評価シンポジウム 

    ・大学等との意見交換等 

    ・その他（「研究開発マネジメントにいかす評価」等の作成） 

 

II. 研究開発評価推進検討会の関わる活動について 

 

１．検討会開催の実績 
 

○検討会の過去５カ年（平成２４～２８年度）の開催実績 

＜平成２８年度（第４０～４２回）＞ 

・第４２回（平成２９年２月２２日） 

【主な議題】・平成２８年度研究開発評価シンポジウムについて 

・今後の研究開発評価人材育成研修等の在り方について 

・第４１回（平成２９年１月１３日） 

【主な議題】・平成２８年度研究開発評価人材育成研修（初級）の結果について 

・「国の研究開発評価に関する大綱的指針」の改定について 

・平成 28年度研究開発評価シンポジウムについて 

・第４０回（平成２８年１０月４日） 

【主な議題】・研究開発評価推進検討会の運営について 

・座長の選任及び座長代理の指名について 

・平成２８年度の検討会の活動について 

・今後の研究開発評価人材育成研修等の在り方について 

 

＜平成２７年度（第３８～３９回）＞ 

・第３９回（平成２７年８月４日） 

【主な議題】 ・研究開発評価推進検討会の運営について  

・座長の選任及び座長代理の指名について  

・平成 27年度の検討会の活動について  

・研究開発評価に関わる人材の育成について 

資料３ 

研究開発評価推進検討会（第４３回） 
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・第３８回（平成２７年１１月２０日） 

【主な議題】 ・研究開発評価人材育成研修（初級）実施結果について  

・大学等との意見交換について  

 

＜平成２６年度（第３４～３７回）＞ 

・第３７回（平成２７年３月２６日） 

【主な議題】 ・研究開発プログラム及びプログラム評価について 

・平成２６年度の活動の総括について 

・第３６回（平成２７年２月１７日） 

【主な議題】 ・研究開発プログラム及びプログラム評価について 

・第３５回（平成２６年１１月２１日） 

    【主な議題】 ・研究開発プログラム及びプログラム評価について 

・研究開発評価人材育成研修（初級）について 

・研究開発評価シンポジウムについて 

 

・第３４回（平成２６年８月７日） 

    【主な議題】 ・平成２６年度研究開発評価推進検討会の活動について 

・研究開発評価人材育成研修（初級）について 

・研究開発評価シンポジウムについて 

 

＜平成２５年度（第３０～３３回）＞ 

・第３３回（平成２６年３月２７日） 

【主な議題】 ・研究開発プログラム及びプログラム評価について 

・平成２５年度の活動の総括について 

・第３２回（平成２５年１１月２５日） 

【主な議題】 ・研究開発評価ワークショップについて 

・研究開発評価シンポジウムについて 

・研究開発プログラム及びプログラム評価について 

・第３１回（平成２５年１０月３日） 

    【主な議題】 ・研究開発プログラム及びプログラム評価について 

・検討会の活動のまとめに関する成果の普及について 

・第３０回（平成２５年８月８日） 

    【主な議題】 ・平成２５年度研究開発評価推進検討会の活動について 

・研究開発評価人材育成研修（初級）について 

 

＜平成２４年度（第２６～２９回）＞ 
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・第２９回（平成２５年３月２５日） 

【主な議題】 ・検討会の活動のまとめについて 

・平成２４年度の活動の総括について 

・第２８回（平成２４年１１月１９日） 

【主な議題】 ・平成２４度研究開発評価シンポジウムについて 

・研究開発評価研修について 

・検討会の活動のまとめについて 

・第２７回（平成２４年７月２０日） 

    【主な議題】 ・研究開発評価活動に関する意見交換について 

・研究開発評価人材育成研修（初級）について 

・第２６回（平成２４年６月１１日） 

    【主な議題】 ・平成２４年度研究開発評価推進検討会の活動について 

・検討会の活動のまとめについて 

・平成２４年度の意見交換について 

 

２．人材育成研修（初級）の開催実績（平成２４、２５、２６、２７、２８年度） 

 

■ 趣旨・目的 

  研究開発評価に関わる人材については、質、量ともに不十分であり、また大学や研究開

発機関等では、評価を担当する事務職員がジョブローテーションで数年ごとに異動し、

評価の経験・知識が蓄積されにくいなど、人材の集積や人材育成が進んでいない。このよ

うな背景の下、文部科学省では、研究開発評価の効率化及び質の向上に資するとともに、

各機関における研究の推進や評価に関わる事務職員の質の向上を図る観点から、研究開

発評価に関する基礎的な知識等の習得による、研究開発評価人材の育成を目的として、

研究開発評価人材育成研修（初級）を実施する。 

 

■ 対象者 

対象：大学、大学共同利用機関法人及び独立行政法人の研究開発評価に係る部署に所属

し、研究開発評価の業務に１年から 3年程度従事している事務職員（※）。 

なお、過去に本研修を受講したことがある者は対象から除く。 

 

（※）研究開発評価の業務とは、各機関における組織的な研究戦略の策定、戦略に基

づいて実施される研究活動及び研究評価活動等に関連する業務を広く意味する。 

（※）本研修は、研究開発評価の業務に関する、基礎的・体系的な知識等の習得や、実

際の事例に係る情報共有をねらいとしたものであり、特定の評価手法等について

専門的な研修を行うものではない。 
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（※）原則、係員～課長補佐級を対象としている。 

 

定員：４０人程度 

 

 ■ 実績 

 

年度 実施主体 開催日時（回数） 参加者 

２８ 文部科学省（研究開発評価推

進検討会） 

１２月６日、７日  

（２日間、１回） 

大学２７名、独立行政法人 

９名 

２７ ９月１５日、１６日 

（２日間、１回） 

大学４０名、独立行政法人 

６名 

２６ ９月１０日、１１日 

（２日間、１回） 

大学及び大学共同利用機関 

３０名、独立行政法人９名 

２５ ９月１７日、１８日 

（２日間、１回） 

大学及び大学共同利用機関 

４８名、独立行政法人５名 

２４ 

 

９月３日、４日 

（２日間、１回） 

大学及び大学共同利用機関 

４５名、独立行政法人５名 

 

年度 テーマ 講師 

２８ ・我が国の研究開発評価シ

ステムの制度と評価・研

究開発法人支援室の活動 

・機関評価、業績評価 

・ロジック・モデルの作成 

伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授) 

栗本 英和 (名古屋大学教授、評価企画室副室長・教

養教育院副院長) 

小湊 卓夫 (九州大学基幹教育院准教授)      

嶌田 敏行 (茨城大学全学教育機構准教授)  

林  隆之（（独）大学改革支援・学位授与機構研究開

発部教授）   

２７ ・我が国の研究開発評価シ

ステムの制度と評価・研

究開発法人支援室の活動 

・機関評価、業績評価 

・現場における研究開発評

価活動 

伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授) 

栗本 英和 (名古屋大学教授、評価企画室副室長・教

養教育院副院長) 

小湊 卓夫 (九州大学基幹教育院准教授)   

重藤 さわ子（東京工業大学 グローバルリーダー教

育院特任准教授） 

嶌田 敏行 (茨城大学全学教育機構准教授)  

林  隆之（（独）大学改革支援・学位授与機構研究開

発部教授）   

２６ ・我が国の研究開発評価シ

ステムの制度と評価・研

伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授 

栗本 英和 (名古屋大学教授、評価企画室副室長・教
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究開発法人支援室の活動

（文科省評価指針改定） 

・機関評価、業績評価 

・現場における研究開発評

価活動 

養教育院副院長) 

小湊 卓夫 (九州大学基幹教育院准教授)   

嶌田 敏行 (茨城大学全学教育機構准教授)  

林  隆之（（独）大学改革支援・学位授与機構研究開

発部教授）  

２５ ・我が国の研究開発評価シ

ステムの制度と評価・研

究開発法人支援室の活動 

・機関評価、業績評価 

・現場における研究開発評

価活動 

伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授 

小湊 卓夫 (九州大学基幹教育院准教授)   

嶌田 敏行 (茨城大学全学教育機構准教授)  

林  隆之（（独）大学改革支援・学位授与機構研究開

発部教授） 

２４ ・第４期科学技術基本計画

について 

・研究開発機関の評価、研

究者等の業績評価 

・研究開発機関の現場にお

ける研究開発評価活動 

伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授 

小湊 卓夫 (九州大学基幹教育院准教授)   

嶌田 敏行 (茨城大学全学教育機構准教授)  

林  隆之（（独）大学改革支援・学位授与機構研究開

発部教授） 

 

３．シンポジウムの開催実績（平成２４、２６、２８年度） 

 

■ 趣旨・目的 

研究開発評価に関する動きを踏まえて、研究開発機関における研究開発評価の効率化

及び充実を促進するとともに、評価関係者の意識向上や連携促進を目的として、研究開発

評価シンポジウムを開催する。 

 

■ 対象者 

対 象 主に、国、資金配分機関、大学及び独立行政法人等の研究開発機関における評

価担当者や研究マネジメント担当者等の評価関係者 

 

定 員 １２０名程度 
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 ■ 実績 

年度 実施主体 開催日時（回数） 参加者（人数） 

２８ 文部科学省（研究開発評価

推進検討会） 

３月２２日（１回） 文科省、文科省以外の府省、

文科省所管の研究所・独法、

国公私立大学、その他（９２

名） 

２７ － － － 

２６ 文部科学省（研究開発評価

推進検討会） 

１１月４日（１回） 文科省、文科省以外の府省、

文科省所管の研究所・独法、

国公私立大学、その他（９２

名） 

２５ － － － 

２４ 文部科学省（研究開発評価

推進検討会） 

３月５日（１回） 文科省、文科省以外の府省、

文科省所管の研究所・独法、

国公私立大学、その他（１１

６名） 

 

年度 テーマ 講演者・パネリスト等 

２８ ～大綱的指針の改定を踏

まえた新しい研究開発評

価へ向けて～ 

 

「国の研究開発評価に関す

る大綱的指針」の改定につ

いて 

上谷 昌史  （内閣府 政策統括官（科学技術・イノ

ベーション担当）付参事官（評価担当）

付 企画官) 

先端的低炭素化技術開発

（ALCA）を事例とした研究

開発マネジメントについて 

古賀 明嗣 (国立研究開発法人科学技術振興機構 環

境エネルギー研究開発推進部 部長) 

～理化学研究所における取

組紹介～ 

小安 重夫 (国立研究開発法人理化学研究所理事) 
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 ImPACT佐橋プログラムのPMマ

ネージメントの紹介（基礎研

究成果を基にした起爆剤・突

破口となる圧倒的差別化技術

の創生と出口戦略について） 

佐橋 政司 （内閣府革新的研究開発推進プログラム 

プログラムマネージャー東北大学 工学

研究科 教授、リサーチプロフェッサー) 

研究開発評価に関する国際

的な視点や国際動向 

伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授) 

パネル・ディスカッション 伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授) 

栗本 英和 (名古屋大学教授、評価企画室副室長・教

養教育院副院長) 

古賀 明嗣 (国立研究開発法人科学技術振興機構 環

境エネルギー研究開発推進部 部長) 

小湊 卓夫 (九州大学基幹教育院准教授)  

小安 重夫 (国立研究開発法人理化学研究所理事) 

佐橋 政司 （内閣府革新的研究開発推進プログラム 

プログラムマネージャー東北大学 工学

研究科 教授、リサーチプロフェッサー) 

林  隆之（（独）大学改革支援・学位授与機構研究

開発部教授）  

２７ － － 

２６ ～研究開発マネジメント

にいかす評価～-我が国の

研究開発機関における研

究開発評価活動の現状と

課題- 

 

「研究開発機関において実

施している施策の事例と工

夫」 

栗本 英和（名古屋大学 評価企画室副室長教養教育

院教授）  

「研究開発機関において実

施している施策の事例と工

夫」 

小湊 卓夫 (九州大学基幹教育院准教授)   

嶌田 敏行 (茨城大学全学教育機構准教授)  

「評価を実施するにあたっ

ての事例と工夫」 

林  隆之（（独）大学改革支援・学位授与機構研究開

発部教授）  
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 パネル・ディスカッション 伊地知寛博 (成城大学社会イノベーション学部教授)  

岡田 安弘（高エネルギー加速器研究機構 理事（研

究・教育・国際担当）  

栗本 英和（名古屋大学 評価企画室副室長教養教育

院教授） 

小賀坂康志（科学技術振興機構 戦略研究推進部次長） 

三明  康郎 (筑波大学 副学長・理事（研究担当）) 

宮嶌 和男（金沢工業大学 産学連携室教授） 

２５ － － 

２４ ～研究開発におけるアウ

トカム及びインパクトの

評価について～ 

 

「なぜ今、アウトカムなの

か？インパクトなのか？」 

小林 信一（筑波大学ビジネスサイエンス系教授） 

 

「文部科学省国家課題対応

型研究開発推進事業「再生

医療の実現化プロジェク

ト」」 

赤沢 智宏（東京医科歯科大学医学部教授） 

 

 

「「地域に根ざした脱温暖

化・環境共生社会」研究開

発プログラム」 

重藤 さわ子（科学技術振興機構社会技術研究開発セ

ンター（RISTEX）アソシエイトフェロー） 

 

パネル・ディスカッション 赤沢 智宏（東京医科歯科大学医学部教授） 

伊地知寛博（成城大学社会イノベーション学部教授） 

小林 信一（筑波大学ビジネスサイエンス系教授） 

重藤 さわ子（科学技術振興機構社会技術研究開発セ

ンター（RISTEX）アソシエイトフェロー） 

 

  



   

9 
 

 

３．機関意見交換関係 

 

■ 実施方法 

この意見交換は、研究のマネジメントにおける評価のありようや、評価を研究のマネ

ジメントに活用するにあたって直面している課題等の情報収集と分析を行うことであ

り、国全体としての評価システム改革の推進にも資するようにするとともに、評価の

“グッド・プラクティス”を探し出し、シンポジウム等を通して他の大学や研究機関等

へ情報を提供し共有することもねらいとしている。 

 

① 大学において実施されているマネジメントについて 

ⅰ 研究の推進・活性化のためのマネジメント（研究マネジメント、組織マネジメ

ント等）の実施体制や実施プロセスはどのようなものか。 

ⅱ 目標の明確化と情報の共有はどのように行われているか。 

ⅲ マネジメントを支える人材の確保と養成はどのように行われているか。 

② 大学が主体的に実施している評価活動について 

※ 対象となる評価活動 

・ 機関評価、部局等についての組織評価、学内制度（施策・プログラム等）の

評価、学内競争的資金配分のための研究課題評価、研究者等の業績評価等、研

究に関わる評価活動 

・ 学外競争的資金獲得のための研究組織や課題に関する評価、及び、学外競争

的資金に基づいて運営・実施されている研究組織や課題に関する内部評価（学

外研究者等による助言を含む）・自己点検などの活動 

ⅰ どのような評価方法が設定されているか。 

ⅱ 評価の実施において、どのような工夫がされているか。 

ⅲ 評価活動を支える人材の確保と養成はどのように行われているか。 

③ 上記①のマネジメントと上記②の評価活動との関係について 

ⅰ 評価結果をマネジメントへ活用する際の方法・課題・問題点等 

ⅱ マネジメントの視点からの評価の設計・活用（マネジメントに必要な評価のあ

りよう） 

ⅲ 「設定した目標に応じて設計・実施される評価」と「評価に基づく目標の再設

定」 
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■ 対象機関 

  国内の大学法人、独立行政法人及び国立研究開発法人等 

 

■ 訪問実績 

別添１参照 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/hyouka/1318509.htm 

 

 

■ 訪問後のアウトプット（研究開発評価活動の実例集） 

  別添２参照 

 

 



 

広島大学 

（平成２７年１２月１６日現在） 

 

１．研究におけるマネジメント 

（１）大学として実施している現状把握・分析としての評価（アセスメント）とその利用 

・世界トップ 100 位以内の総合研究大学を目指し、研究推進機構を中心とした研究に関

する全学的なマネジメント体制を構築、IR 活動による学内外の各種データ分析、教員

活動状況調査システムの構築、独自の目標達成型重要業績指標（A-KPI）による徹底し

たモニタリング等を実施 

 

（２） 研究戦略とこれに係る評価 

①研究推進体制 

②DP,DR 制度 

③研究拠点育成・選定システム制度 

 

 （３）その他の特徴的な研究推進の取組み 

    ・国際研究活動の活性化 

 

 

２．大学として実施されている主な評価 

（１）人事システム改革における教員個人評価 

   ・１年間の教員活動状況報告書を作成し、自己評価を実施 

   ・教員活動状況報告書をもとに、各部局等で定める点数化表に基づき点数化 

   ・結果を昇給・勤勉手当等に反映 

 

（２）目標達成型重要業績指標（A-KPI）の活用 

 

３．文部科学省研究開発評価推進検討会委員からのコメント 

 

 ≪参考資料≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表紙】 
別紙2 



 

 

広島大学における研究開発評価について 

 

広島大学は、研究に関する総合的なマネジメントを行う組織として、「研究推進機構」を設

置し、特に優れた研究者及び研究課題を選定し、重点的支援を通じて、個性ある研究拠点の構

築、研究環境基盤整備などを行い、総合研究大学として研究力強化に向けた取組を行っている。  

また、10 年後に世界トップ 100 以内の大学となること及び研究と教育の両面において最大

の結果を出すため教員を適切に配置できるようになることを目指し、独自の目標達成型重要業

績指標 A-KPI を設定し徹底した大学のモニタリングを行うなど全学的な取組に成功している。 

 

 

１．研究におけるマネジメント 

（１）大学として実施している現状把握・分析としての評価（アセスメント）とその活用 

  広島大学では、IR(Institutional Research)活動による各種学内外データの分析、論文や科

学研究費補助金データ等の学内外の比較分析、学内情報の把握のため教員活動状況調査システ

ムによる業績等の入力、学内情報の発信として研究者総覧システム、ＩＲポータル（いろは）

を活用し、課題の把握と強化方針を掲げ、10年以内に世界トップ 100 位以内の総合研究大学へ

飛躍することとしている。 

  また、世界トップ 100 の大学となること及び研究と教育の両面において大学として最大の結

果を出すため教員を適切に配置できるようになることを目指し、この目標を達成する道筋を明

確にするために、独自の目標達成型重要業績指標（A-KPI）を設定し、徹底した大学のモニタリ

ングを実施している。 



 

 

（２）研究戦略とこれに係る評価 

  広島大学では、研究に関する総合的なマネジメントを行う組織として「研究推進機構」を設

置し、URA 組織体制の整備、研究拠点育成・選定システムの整備、人事システム改革、多様な

人材の確保、国際研究活動の活性化など研究力強化に向けた様々な施策を実施している。ここ

では、全学的な研究推進体制及びその取組内容の一部を紹介する。 

 

① 研究推進体制 

  研究推進機構は、特に優れた研究者及び研究グループを選定し、重点的な支援を通じて、個

性ある研究拠点の構築を行うこと、また、研究者が研究に専念できるよう研究環境基盤整備を

行うなど、総合研究大学としてより一層の発展を遂げられるよう、平成 24 年 10 月に学長を機

構長とする研究に関する総合的なマネジメントを行う全学的な組織として設置されている。 

  また、広島大学では、理事室（各担当理事の下に事務組織等が置かれる組織）が置かれてお

り、理事（研究担当）の理事室としての学術室、その下に事務組織としての学術部並びに業務

センターとしての研究企画室及び技術センターが置かれている（平成 28年 4月 1 日現在）。 

  研究企画室は、リサーチ・アドミニストレーター（URA）をはじめとする研究推進体制を整備

することとして、これまで事務組織であった学術企画部を改組し、業務センターとして平成 27

年 4 月に設置され、URA による研究推進のための支援等を行っている。 

  URA の体制は、研究企画室に置かれるシニア URA（3 名）及び URA（16 名）、部局に置かれる

アソシエイト URA（50 名）の三層による URA を配置し、学術系、専門系、事務系の異なるバッ

クグランドを持った URA によるチームで業務を行っており、URA 業務のうち、特色ある主なも

のとしては「DP,DR 制度の整備」、「研究拠点育成・選定システム制度の企画・立案等」、「研究

広報」などがある。 



 

 

②DP,DR 制度 

  DP（Distinguished Professor）、DR（Distinguished Researcher）制度は、広島大学の「個

性ある研究拠点形成」には、個々の研究者による活発な活動が不可欠であるという観点から、

優れた人材の確保と的確な研究支援を組織的に機能させるために、重点的に取り組むべき研究

を行う特に優れた教授職を DP として、また、将来 DP として活躍しうる若手人材に対し、研究

に専念できる環境を保障するため、特に優れた若手教員を DR として認定する制度で、平成 24

年度に創設したものである。 

  DP、DR に選ばれた者は、本人の希望により研究時間確保の支援措置として支援期間中（DP に

あっては 5年間、DR にあっては 3年間）の教務・学務・管理運営業務等の免除又は軽減、研究

スペースの優先配分、URA 職員の支援などを受けることができるようになっている。 

 

【審査】 

  DP、DR の選考は、自薦又は推薦による申請を各分野別の選考委員会に諮り、申請書類及び大

学が把握しているエビデンス（これまで発表した論文のインパクトファクター、外部資金獲得

状況、特に優れた者に与えられる学術賞受賞歴など）や分野の特性に応じた多面的な指標等に

基づき順位付けを行い、理事（研究担当）の下に置かれる研究企画会議において、広島大学の

研究力強化及び分野間の調整等の観点から絞り込みを行った上で、研究推進機構会議において

最終候補者を選定し、役員会を経て学長が認定している。 

 

 

 

③研究拠点育成・選定システム制度 



 

  研究拠点育成・選定システムの整備と研究マネジメント体制の構築を図ることにより、世界

的研究拠点を継続的に創出することを目的に、平成 25年度から実施をしている。 

  研究拠点育成・選定システム制度は、広島大学の特長となる研究分野で、優れた教育研究実

績を有し、既に外部資金により自立して研究活動を継続している研究グループで長期的に広島

大学の顔となることを期待できる研究拠点を「研究拠点（自立ステージ）」として、また研究拠

点（自立ステージ）を目指す研究グループで、DP、DR 中心の研究グループやプロジェクト研究

センターなど、自発的ステージにある多様な研究グループを「インキュベーション研究拠点」

として選定し、支援・評価を行っている。 

 

 
【評価方針】 

  選定時及び中間・継続時の評価方針としては、申請書類に基づき審査基準等に照らし合わせ、

研究企画会議メンバーを中心に外部有識者を加え書面審査を行い、その結果を研究推進機構に

報告を行い、研究推進機構は報告を受けてヒアリング候補課題の選定、ヒアリング審査を実施

し、役員会で承認することとされている。 

【審査基準】 

 ・「研究拠点の（準備）状況」、「計画・運営体制」、「研究力強化との関連性」、「研究拠点の将

来性」の 4基軸。 

【評価指標】 

  ・選定時の審査は、コアメンバーの論文数、獲得資金の実績等。 

  ・中間・継続時の評価は、拠点研究者の論文数・獲得外部資金、レピュテーションに関する

指標等。 

【評価の時期】 

  ・研究拠点（自立ステージ）は、3年目に中間評価、5年目に継続についての評価を実施。 

  ・インキュベーション研究拠点は、3 年目の支援期間終了時に評価を実施。一定の評価以上



 

のインキュベーション研究拠点は研究拠点（自立ステージ）の候補となる。 

 

  評価基準の特色としては、各項目に国際性の観点が盛り込まれており、世界トップクラスの

研究大学になるために、国際展開力・発進力の強化が求められている。 

  平成 27 年訪問時現在では、研究拠点（自立ステージ）は 4拠点、インキュベーション研究拠

点は 13 拠点の計 17拠点が選定されており、分野別にみると人文社会系 3拠点、医療系 2拠点、

理系 8拠点、工学系 4 拠点と多様な分野から選定されている。 

 

 

 

（３）その他の特徴的な研究推進の取組 

 ○国際研究活動の活性化 

  広島大学では、研究成果の国際認知度の向上のため、ライティングセンターの拡充、国際会

議の開催・運営支援、研究成果の国際広報の充実が図られている。これらの支援は、ＵＲＡが

中心となりその活動を支えている。具体的な主な取組としては、次のとおり。 

  ・ライティングセンターでは、英語論文校正支援として校正費用の一部補助や英語論文執筆

力向上のためのセミナー、ワークショップ、勉強会の開催、人文社会科学系論文の国際発

信のための広大リポジトリ収録の英語抄録の義務化。 

  ・国際会議の開催・運営支援では、国際会議開催助成金、会議運営システムの導入、国際会

議開催のためのお役立ち情報ポータルの構築。 

  ・研究成果の国際広報では、国際的プレスリリースプラットホームを活用して、研究拠点や

DP、DR の成果を中心に海外発信、研究推進会議 HPの英語化の徹底、研究拠点 HPの英語化

支援。 

 

 

２．大学として実施される主な評価 

 

（１）人事システム改革における教員個人評価 

  広島大学は、教員活動状況システムを活用し、教員活動（研究に限らず、教員活動全般）の

点数化による個人評価を行い給与等の処遇への反映を図っている。 

 

【制度の原則】 

  広島大学の教員の個人評価制度は、次の原則に基づいて構築されている。 

   ①広島大学の諸活動の質的向上と社会的責任を遂行するためのものであること 

②教員の職務を果たし、自律的に質を高めるよう努力するためのものであること 

③教員個人の自律的な活動を促進し、組織活動の向上にも寄与するためのものであること 

④教員の潜在能力を十分に発揮できる環境を整備するためのものであること 

⑤評価基準は、客観性・公平性を確保するものであること 

⑥評価制度は、常に改善と充実に努めるものであること 

【目的】 



 

「活動的な研究者の層が薄い」という課題の打開のための方策の一つとして、教員全員が自

己の研究力を認識すること、優れた研究者を正しく評価して処遇すると同時に、不活性な教員

に対しては問題点を明らかにして活動の改善を図る。 

【評価方法】 

  ・1 年間の「教育活動」、「研究活動」、「外部資金獲得状況」、「社会貢献活動（診療を含む）」

及び「大学運営活動」について「教員活動状況報告書」を作成し、自己評価を行う。 

  ・「教員活動状況報告書」をもとに、部局等で定めた点数化表により個人の点数を付ける。 

【結果の活用】 

  ・各個人に評価結果を公開。 

  ・昇給及び勤勉手当（年俸制適用教員は年俸額）に反映。 

【実施時期】 

自然系（理・工・農・医系）部局等は平成 26年度後期から、人文・社会・教育系部局等は平

成 27年度後期から実施。※工学研究院は平成 22年度から先行実施。 

 

教員の活動状況の全学的な把握のための「教員活動状況調査システム」を活用しており、例

えば教育活動の点数化では、基本部分として credit（ある科目の単位数にその受講人数を掛け

た数）を中心に授業担当や留学生や博士といった学生の担当などにより点数化をしており、こ

れに部局等で定めている項目等に応じた点数を加算するという方法で部局毎にその評価を実施

している。 

また、処遇反映にあたっては、点数を累積し昇給等で S 評価を受けると 0 にして業績をまた

積み上げていく仕組みを導入し、業績の高い教員が適切な処遇を受ける工夫がなされている。 

 

 

（２）A-KPI（目標達成型重要業績指標）の活用 

  徹底した広島大学のモニタリングをするため、目標達成型重要業績指標 A-KPI を設定してい

る。これは、広島大学が 10 年以内に世界トップ 100 位以内の大学になること、及び研究と教育

の両面において大学として最大の結果を出すため教員を適切に配置できるようになることを目

指しているもので、大学における KPI としてどのように設定すべきかを独自に検討し、目標値

を設定してそれをポイント化するという概念を考案したものである。 

  A-KPI には二重の仕掛けが込められており、一つは世界トップ 100 位以内になるまでのモニ

タリングとしての仕掛けと、もう一つは各教員の教育や研究の担当分を数値化することで、様々

な分野の教員を適切に配置するための尺度としての仕掛けとなっている。 

 



 

 

教員一人あたりの平均 KPI：X=a+b+c+d+e=1,000(H35 年度目標) 

３．文部科学省研究開発評価推進検討会委員からのコメント 

 

平成 27 年 12 月 16 日に広島大学における研究開発評価活動に関する意見交換を実施し、広

島大学におけるマネジメント及び評価活動を確認した。 

意見交換には、研究開発評価推進検討会委員である林 隆之氏（大学評価・学位授与機構

研究開発部准教授）に同席いただいた。後日、同委員から、特徴的と思われる点や、今後さ

らなる発展が期待される点などについて、コメントが寄せられた。 

 

１．大学全体について 

区分  コメント欄 

目標・計画、研究戦略（方

向性）の策定 

・平成 21 年 6 月に、今後 10 年から 15 年後の広島大学像を描いた「広

島大学長期ビジョン」を策定し、平成 23 年 4 月に、広島大学の機能

強化方策を検討する大学改革検討ＷＧを設置、同年 12 月に「変革期

の広大改革～10 年先を見据えた行動指針のために～」の答申を受け

て、浅原学長は平成 24年 4 月に新たに 6つのＷＧを立ち上げ機能強

化・大学改革に向けた具体的な「行動計画 2012～広島大学の機能強

化に受けて～」を平成 24年 10 月に策定している。 

・行動計画 2012 では、広島大学の課題解決に向けた具体的な方向性

が示されており、定期的に広島大学の評価委員会により進捗状況の確

認が行われている。 

 体制・プロセス 

 

【研究推進機構】意思決定機関として設置。機構長を学長、副機構長

を研究担当理事・副学長、メンバーとして関係理事・副学長、全研

究科長等から構成され、定期的に研究推進機構会議を開催してい



 

る。 

【研究企画室】URA 本部機能を有しており、研究担当理事・副学長の

理事室に置かれる業務センターとして、シニア URA、URA 等で構成

されている。また、シニア URA 及び分野別代表教員からなる研究企

画会議を設置し、DP,DR 等の審査を行っている。 

 

 ・広島大学では、事務局制を廃止し理事室制を引いており、その意

思決定等の機動性の確保及び大学の運営機構として大学本部の企

画・立案機能が強化されている。 

 ・研究企画室は、研究に係る企画立案及び調整、研究活動の点検・

評価・改善等に関することを行っており、研究推進機構の意思決定

のもと各種研究推進に関する事業の実施、研究活動に関する分析、

課題解決に向けた取組みなど全学的な展開を一元的に行っている。 

 ・また、組織間の連携に関して、各種事業の必要性に応じて URA

を兼務や派遣するなど実質的な連携強化が図られている。 

 ・今後は、各理事室間の更なる連携強化に向けた取組みに期待した

い。 

 

研究活動の現状把握 

・分析 

・教員活動状況調査システムによる個々の教員業績等を把握し、IR

活動により学内外のデータ等の比較分析を行っている。 

・そのほかのエビデンスは、DP,DR や研究拠点の申請書で把握するも

のを含め、理事室、部局等のデータが大学経営企画室で一元化され

ており、全学的な現状の把握、分析できる状況となっている。 

・個人の業績の把握は、システムに入力することとなるが、現時点で

の運用年数が短いことから過去の活動データの入力や項目の設定

の妥当性について課題があると認識しており、その改善に期待した

い。 

目標・計画、研究戦略（方

向性）を実現するための

施策の構築・実施 

・広島大学長期ビジョンの個別具体的な方策を定めた行動計画 2012

の中で大学の課題解決に向けた研究推進戦略が示されており、エビデ

ンスに基づく全学的な取組みが行われている。 

・世界トップ 100 位以内を目指すことが全学的な目標となっており、

A-KPI による徹底したモニタリングにより、課題の把握・分析を常に

行い、学内外に発信するなどその実現に向けた有効的な取組みがなさ

れている。 

・DP,DR 制度や研究拠点育成・選定システム制度、教員個人評価など

全学的な共通理解としてエビデンスベースで行われているところが

特色としてあげられる。 

 体制・プロセス ・研究企画室で研究力強化に向けた実質的な議論が進められ、企画・

調整が行われている。 



 

・URA の業務として、国際科学広報などの国際研究活動支援を行って

いるのは特長的である。 

・他の室等と連携し、研究力強化に向けた取組みを URA が中心となっ

て機動的に動いている。 

評価の実施における

工夫、特徴 

・教員個人評価における点数化と処遇への反映及び本人の活動状況水

準が確認できるように評価結果がフィードバックされ、その活用が行

われている。 

・定量的なデータは一元化し、それを活用することにより評価の負担

軽減がなされている。 

・納得性の確保のためエビデンスに基づく評価が行われているが、別

の評価軸を模索している点は妥当だと思われる。 

・研究拠点育成・選定システム制度では、インキュベーション拠点で

3年以内の支援を行い、評価結果に基づき研究拠点（自立ステージ）

として重点的な支援を行いつつ、5年ごとに評価を実施し、継続・改

廃を行うこととしており、検証・改善に向けたシステム整備がなされ

ている。 

施策の効果の検証・改善 

 

・IR や A-KPI によるモニタリングを通じて、施策の効果を確認・検

証できる体制となっている。 

アウトリーチ活動 

 

・たいへん積極的な活動を展開している。URA が国際科学広報を発信

しているが、広報部門との連携強化を図ることによる大学全体の広

報戦略として取り組むことを期待したい。 

マネジメント、評価人材

養成 

・URA 組織体制が典型的な取組の一つであり、シニア URA、URA、アソ

シエイト URA の三層構造であり、その URA のバッググランドには、

事務系、研究系、専門系と異なるものがチームとして業務を行って

いる。また、計画的な新規採用も行っている。 

 

２．その他のコメント 

（参考になった事項や大学への提案等） 

・「10 年後に世界トップ 100 以内の大学になる」というビジョンのもと、ビジョンを実現する

ために教育研究等においてどの程度の実績が必要かを定量的に分析し、目標値として定めて

いる。このことは大学のビジョン達成に必要な行動を学内で共有することができるとともに、

課題を明確に示すことができるという点で参考になる。分野によって指標の設定の是非やそ

の値の傾向は本来異なることが想定されるため、今後、いかに進捗管理が行われていくのか、

その工夫を継続してお教えいただきたい。 

・DP,DR 制度や研究拠点育成・選定システムなど、大学を代表する研究を育成していく方策が

とられており、研究拠点の評価枠組みも構築されている。今後、制度自体の有効性をいかに

確認していくのか、その検討を期待したい。 



 

《参考情報》 

１－１ 組織図 

 

 

 

 

 



 

１－２ 教員数（平成 27年 5月 1 日現在）  

教授 584 名 

准教授 426 名 

講師 110 名 

助教 371 名 

助手 4 名 

教諭等 217 名 

合計 1,712 名 

 

１－３ 学生数（平成 27年 5月 1 日現在） 

学部 10,993 名 

修士課程（博士前期） 2,498 名 

博士課程（博士後期） 1,729 名 

専門職学位課程 74 名 

専攻科 17 名 

別科 名 

合計 15,311 名 

 

 

１－４ 収入・支出（平成 26年度決算）       

収 入 （単位：百万円）

区  分 金 額 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

補助金等収入 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

自己収入 

授業料、入学料及び検定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

引当金取崩 

長期借入金収入 

貸付回収金 

目的積立金取崩 

28,070 

2,873 

－ 

2,668 

－ 

36,550 

8,535 

27,421 

－ 

594 

5,552 

343 

880 

－ 

369 

  

計 77,305 

 
 
 
 
 
     



 

 
支 出 （単位：百万円） 

区  分 金 額 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

補助金等 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

貸付金 

長期借入金償還金 

国立大学法人財務・経営センター施設費納付金 

 

62,037 

35,384 

26,653 

3,753 

－ 

2,669 

5,509 

－ 

1,503 

－ 

 

計 75,471 

 

 

１－５ 添付資料一覧 

資料１ 広島大学研究推進機構規則 

   資料２ 平成 26年度広島大学ＤＰ、ＤＲ公募要領 

資料３ 平成 27 年度広島大学研究拠点公募要領 

 


